
◆災害復旧事業
610,355
11.3% 

◆公債費以外
661,101
12.2%

◆町税
463,311 8.3%

◆使用料及び手数料
◆分担金及び負担金
◆財産収入
◆繰越・寄付・諸収入

279,865 5.0%

◆地方交付税
2,584,220 46.2%

◆国県支出金
1,355,020

24.3%

◆町 債
800,951

14.3%

◆その他の依存財源

96,569 1.7%

◆普通建設事業
794,640

14.7%

◆人件費
830,784

15.4%

◆物件費
723,970

13.4%

◆扶助費
531,963
9.9%

◆補助費等
458,731

8.5%

投資的経費
1,404,995

26.0%

消費的経費
2,545,448

47.2%

◆公債費
787,716

14.6%

その他
1,448,817

26.8%

総 額

5,399,260
(単位：千円）

平成24年度一般会計歳入歳出の性質別状況（決算統計資料）

自主財源
751,582

13.5%

依存財源
4,836,760

86.5%

総 額

5,588,342
(単位：千円）

(歳 出）

◆繰入金
8,406 0.2%

(歳 入）



平成24年度龍郷町一般会計決算の状況（決算統計資料より）
○平成24年度歳入歳出決算規模

（グラフ１）

（グラフ２）

　平成24年度の歳入歳出決算規模は、前年度と比較して歳入7千7百万円、歳出1億9千8百万円
それぞれ減額となりました。これは奄美豪雨災害復旧事業の完了、国の経済対策事業の繰越等
により投資的経費の減額が影響していると考えられます。

(H13は赤徳小中校舎建設費、Ｈ16は給食センター建設費、H18は大勝小学校校舎建設費が伸びの主な要因）
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※地方債とは 　

職員数：正職員の総数(特別会計や一部事務組合への派遣職員も含んでいます。）
※義務的経費とは

必ず支出しなければならない経費、または容易に減らすことが出来ない経費をいい、人件費・扶助費・
公債費（その年度の借金の返済金）がこれにあたります。

自治体が借金をする行為または借金そのものを指します。自治体の予算では、その年度に使うお金
はその年度に得る収入（町税や地方交付税など）で賄うことになっていますが、それでは多額の費用が
かかる事業を行うことは困難なため、その財源不足を補う手段として自治体がお金を借り入れる「起債」
という制度があります。

（グラフ３）

（グラフ４）
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義務的経費の状況
公債費

扶助費

人件費

945 932 955 956 965 1,030 835 729
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地方債の状況

公債費（償還）

地方債発行額（借入）

地方債残高

職員数

115人

職員数

113人
職員数

109人

職員数

108人
職員数

109人

職員数

106人
職員数

102人
職員数

104人

職員数

98人

職員数

98人



（グラフ４）

・Ｈ１５補助事業の減は、円港湾建設事業の前年度完了の影響
・Ｈ１６補助事業の増は、給食センター建設費が主な要因
・Ｈ１８補助事業の増は、大勝小校舎建設費が主な要因
・Ｈ２０補助事業の増は、特定公共賃貸住宅建設費が主な要因
・H２１補助事業の増は、地域ｲﾝﾄﾗﾈｯﾄ基盤整備事業、小学校大規模改造事業が主な要因
・H２２補助事業の増は、地域情報通信基盤整備事業、小学校大規模改造事業が主な要因
・H２４補助事業の増は、小学校・屋内運動場の改修事業が主な要因

※投資的経費とは

（グラフ６）

普通建設事業・災害復旧事業の総体をいい、主に公共事業などの社会資本整備のための建設事業
費を指します。地域経済の活性化には必要な経費ですが、投資的事業に依存し、財源不足を補うため
安易に地方債（借金）を増発すれば、将来的に財政圧迫の原因ともなります。

（グラフ５）
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投資的経費の状況

災害復旧事業

単独事業

補助事業
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基金残高の状況
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